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ているところであるが、今般、運営要領の一部が別紙新旧対照表のとおり改正され、平成

２５年４月１日から適用することとされたので通知する。
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【改正後全文】
２０文科初第１２７９号 【第十二次改正】２３文科初第１７８４号
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平成２１年３月５日 平成２４年３月３１日
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平成２１年７月１日 平成２４年８月２３日

【第二次改正】２１文科初第３６２号 【第十四次改正】２４文科初第９８６号
雇児発 1 2 2 1 第 1 号 雇児発１２２８第１号
平成２１年１２月２１日 平成２４年１２月２８日

【第三次改正】２１文科初第６４５号 【第十五次改正】２４文科初第１２２６号
雇児発 0 3 0 8 第 2 号 雇児発０２２６第７号
平成２２年３月８日 平成２５年２月２６日

【第四次改正】２１文科初第８２０号 【第十六次改正】２５文科初第３４１号
雇児発 0 3 3 1 第 3 号 雇児発０６０６第２号
平成２２年３月３１日 平成２５年６月６日

【第五次改正】２２文科初第１４４２号
雇児発０１１４第１号
平成２３年１月１４日

【第六次改正】２２文科初第１３５４号
雇児発０１１７第１号
平成２３年１月１７日

【第七次改正】２２文科初第１５５２号
雇児発０２０８第１号
平成２３年２月８日

【第八次改正】２３文科初第４０５号
雇児発０６２３第１号
平成２３年６月２３日

【第九次改正】２３文科初第５８７号
雇児発０７２２第１号
平成２３年７月２２日

【第十次改正】２３文科初第１４８５号
雇児発０２１５第２号
平成２４年２月１５日

【第十一次改正】２３文科初第１６６９号
雇児発０３１３第６号
平成２４年３月１３日

各 都道府県知事 殿

文部科学省初等中等教育局長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営について

標記については、「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の

交付について」（平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第 03050

05 号）をもって通知されたところであるが、今般、別紙のとおり「安心こども基金管理運

営要領」を定め、平成２１年１月２７日から適用することとしたので通知する。

なお、本通知については、速やかに管内市町村に通知されたい。





別 紙

安心こども基金管理運営要領

第１ 通則
子育て支援対策臨時特例交付金により都道府県に造成された基金（以下「基金」とい

う。）の管理、運用、取崩し等に係る事業（以下「基金事業」という。）及び基金を活用
して行われる特別対策事業（以下「特別対策事業」という。）については、この要領の
定めるところによるものとする。

第２ 基金事業
（１）基金の設置

基金は、都道府県がこれを設置するものとする。

（２）基金の設置方法
基金は、次の事項を条例等において規定するものとする。

① 基金の設置目的
② 基金の額
③ 基金の管理
④ 運用益の処理
⑤ 基金の処分

（３）基金事業の実施
① 基金事業の実施計画の作成等
ア 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、別添「子育て支援対策臨時特例交付金
（安心こども基金）による特別対策事業」の２の⑥欄において事業ごとに規定す
る事業実施期限（以下「事業実施期限」という。）までの特別対策事業に係る計画
を策定し、都道府県に報告するものとする。

イ 都道府県は、事業実施期限までの特別対策事業に係る計画を策定するものとす

る。

ウ 都道府県は、必要に応じ市町村が策定した特別対策事業に係る計画及び都道府

県の特別対策事業に係る計画について調整を行い、事業実施期限のうち最も遅い

日までの基金事業に係る計画を策定する。

エ 都道府県は、市町村が事業実施期限までの特別対策事業に係る計画を策定する

にあたり、あらかじめ市町村ごとの助成額の上限を提示することが出来るものと

する。

また、都道府県は、基金事業に係る計画の見直しに伴い、必要に応じて市町村

ごとの上限を見直すことができるものとする。

② 基金の取崩し
都道府県は、基金事業に係る計画の範囲内で、都道府県及び市町村が行う特別対
策事業に必要な経費を必要に応じ基金から取崩し、支出するものとする。
ただし、事業実施期限の翌日以降実施した事業にかかる経費については、支出で
きないものとする。

③ 基金事業に係る計画の見直し
都道府県は、必要に応じて基金事業に係る計画を見直すことができるものとする。
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（４）運用益の処理
基金の運用によって生じた運用益は、当該基金に繰り入れるものとする。

（５）基金事業の中止
都道府県は、基金事業を中止し、又は廃止する場合には、文部科学大臣及び厚生労

働大臣の承認を受けなければならない。

（６）基金の処分の制限
基金（（４）により繰り入れた運用益を含む。）は、特別対策事業を実施する場合を

除き、これを取崩してはならないものとする。

（７）事業の終了
① 特別対策事業は事業実施期限をもって終了とする。また、基金事業は事業実施期
限のうち最も遅い日が到来した時点で終了とし、その時点で基金を解散することと
する。
ただし、事業実施期限のうち最も遅い日が到来した時点における特別対策事業実

施分の精算を目的として、必要に応じ、事業実施期限のうち最も遅い日の翌日から

起算して３ヶ月間を限度に基金事業を延長することができる。（この場合は、精算手

続が全て完了したうえで基金の解散を行うものとする。）

なお、基金事業の実施期限を延長した場合は、（３）の①のウの「事業実施期限の

うち最も遅い日」を「事業実施期限のうち最も遅い日の翌日から起算し３ヶ月後」

と読み替えるものとする。

② 基金を解散する場合には、解散するときまでの基金の保有額、基金事業に係る保
管の状況等必要な事項を文部科学大臣及び厚生労働大臣に別紙様式により報告し、
その指示を受け、解散するときに有する基金の残余額を国庫に返還しなければなら
ない。

③ 基金を解散する前において残余額の全部又は一部について事業の見込みがないな
どの事実が生じた場合は、文部科学大臣及び厚生労働大臣に報告し、その指示を受
け、文部科学大臣及び厚生労働大臣が指定する期日までに国庫に返還しなければな
らない。

（８）区分ごとの精算
① 事業実施期限が到来した事業は、別添１「保育所緊急整備事業」、別添２「賃貸物

件による保育所整備事業」、別添３「子育て支援のための拠点施設整備事業」、別添

４「放課後児童クラブ設置促進事業」、別添６「家庭的保育改修等事業」、別添７の

３「認可外保育施設保育士資格取得支援事業」、別添７の４「保育士修学資金貸付事

業」、別添８「認定こども園整備事業」、別添８の２「幼稚園耐震化促進事業」、別添

１７「ひとり親家庭等への在宅就業支援事業」、別添２０「児童養護施設等の生活向

上のための環境改善事業」及び別添２２「児童虐待防止対策緊急強化事業」にかか

る分を除き、別添の２の①欄の区分ごとに、⑦欄に掲げる時期までの収支について

精算することとする。精算にあたっては、区分ごとの保有額、基金事業にかかる保

管の状況等必要な事項を文部科学大臣及び厚生労働大臣（平成２５年度分以降は厚

生労働大臣）に精算時期の属する年の６月末までに別紙様式により報告し、その指
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示を受け、精算した区分の残余金を国庫に返還しなければならない。

② 別添１「保育所緊急整備事業」、別添２「賃貸物件による保育所整備事業」、別添

３「子育て支援のための拠点施設整備事業」、別添４「放課後児童クラブ設置促進事

業」、別添６「家庭的保育改修等事業」、別添７の３「認可外保育施設保育士資格取

得支援事業」、別添７の４「保育士修学資金貸付事業」、別添８「認定こども園整備

事業」、別添８の２「幼稚園耐震化促進事業」、別添１７「ひとり親家庭等の在宅就

業支援事業」、別添２０「児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業」及び別

添２２「児童虐待防止対策緊急強化事業」に係る精算については、別添の２の⑥に

定める事業実施期限が到来した場合には、事業実施期限の属する年度の末日までの

収支について精算することとする。精算に当たっては、当該事業に係る保有額、基

金事業に係る保管の状況等必要な事項を厚生労働大臣（別添８「認定こども園整備

事業」を含む場合は文部科学大臣及び厚生労働大臣）に事業実施期限の属する年度

の翌年度の６月末までに別紙様式により報告し、その指示を受け、当該事業に係る

残余金を国庫に返還しなければならない。

③ 別添７の３「認可外保育施設保育士資格取得支援事業」、別添７の４「保育士修学

資金貸付事業」及び別添１７「ひとり親家庭等の在宅就業支援事業」のうち、事業

実施期限が最も遅い事業に係る精算については、②に関わらず、（７）②によるもの

とする。

（９）事業実施状況報告
都道府県は、毎年度、別に定めるところにより、別紙様式等により事業実施状況報告

書等を文部科学大臣及び厚生労働大臣（平成２６年度分以降は厚生労働大臣（別添８
「認定こども園整備事業」、別添８の２「幼稚園耐震化促進事業」及び別添２４「幼稚
園等の複合化・多機能化推進事業」を含む場合は文部科学大臣及び厚生労働大臣））に
提出するとともに公表しなければならない。
なお、事業実施期限のうち最も遅い日の属する年度、別添の２の⑦欄に掲げる精算

時期の属する年度、別添１「保育所緊急整備事業」、別添２「賃貸物件による保育所整

備事業」、別添３「子育て支援のための拠点施設整備事業」、別添４「放課後児童クラ

ブ設置促進事業」、別添６「家庭的保育改修等事業」、別添７の３「認可外保育施設保

育士資格取得支援事業」、別添７の４「保育士修学資金貸付事業」、別添８「認定こど

も園整備事業」、別添８の２「幼稚園耐震化促進事業」、別添１７「ひとり親家庭等の

在宅就業支援事業」、別添２０「児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業」又

は別添２２「児童虐待防止対策緊急強化事業」の事業実施期限の属する年度の事業実

施状況報告については、（７）②又は（８）によるものとする。

第３ 特別対策事業の実施
（１）特別対策事業の対象

特別対策事業は、別添に掲げる事業とする。
ただし、次に掲げる事業は、特別対策事業の対象としない。
① 国が別途定める国庫負担（補助）制度により、現に当該事業の経費の一部を負担
し、又は補助している事業
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② 土地の買収又は整地に要する費用に対し補助を行う事業

（２）特別対策事業の実施主体
特別対策事業の実施主体は、都道府県及び市町村とする。
また、都道府県及び市町村は、別添１、２、４、６から１２、１４から２２及び２

５に掲げる事業者（以下「事業者」という。）への委託、補助又は助成等により事業を
実施することができるものとする。

（３）市町村が行う特別対策事業に係る助成金の助成申請等
① 市町村は、特別対策事業を実施しようとする場合には、都道府県に対し特別対策
事業に係る助成金の助成申請を都道府県知事が定める様式により、都道府県知事に
提出しなければならない。

② 都道府県は、市町村から特別対策事業に係る助成金の助成申請を受けた場合には、
審査を行い、当該申請内容が適正と認められた場合に、当該市町村に対し助成金の
助成を行うものとする。

③ 都道府県は、②の助成決定に基づき基金を取崩しこれを一般会計に繰り入れた上
で、市町村に対し助成金を助成するものとする。
その場合、都道府県の負担が生じる特別対策事業については、都道府県負担分を
併せて助成するものとする。

（４）特別対策事業の中止

① 都道府県は、特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、文部科学大臣及び

厚生労働大臣に報告し、その指示を受けなければならない。

② 市町村は、特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事に報告

し、その指示を受けなければならない。

③ ②に基づき都道府県知事が指示する場合は、あらかじめ文部科学大臣及び厚生労

働大臣の指示を受けなければならない。

（５）事業実施報告

市町村は、特別対策事業の事業実施報告を都道府県知事が定める様式により、都道府

県知事に提出しなければならない。

第４ 特別対策事業を実施する場合の助成の条件

特別対策事業を実施する場合には、次の条件が付されるものとする。

（１）都道府県が特別対策事業を実施する場合

① 助成対象事業（第３に規定する事業）に使用しなければならない。

② 別添１７「ひとり親家庭等の在宅就業支援事業」のうち、厚生労働大臣が必要と

認めた額にかかる事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労

働大臣の承認を受けなければならない。

③ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに特別

対策事業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具に

ついては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

で定めている耐用年数を経過するまで、文部科学大臣及び厚生労働大臣の承認を受

けないで、この特別対策事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。

④ 文部科学大臣又は厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入が

あった場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。
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⑤ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した財産については、特別対策事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な

運用を図らなければならない。

⑥ 特別対策事業にかかる予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するとと

もに、特別対策事業にかかる歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及

び証拠書類を特別対策事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

⑦ 特別対策事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約に

おいても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾し

てはならない。

（２）市町村が実施する特別対策事業及び都道府県が事業者に行わせる特別対策事業に対

して都道府県が助成金を助成する場合

都道府県は、市町村が実施する特別対策事業及び都道府県が事業者に行わせる特別対

策事業に対して、この基金を財源の一部として助成金を助成する場合には、次の条件を

付さなければならない。

① 特別対策事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、都道府県知事

の承認を受けなければならない。

② 特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事の承認を受けなけ

ればならない。

③ 特別対策事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場

合には、速やかに都道府県知事に報告してその指示を受けなければならない。

④ 市町村は特別対策事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成す

るとともに、特別対策事業にかかる歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ

調書及び証拠書類を特別対策事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければ

ならない。

また、事業者は特別対策事業にかかる収入及び支出との関係を明らかにした調書

を作成するとともに、特別対策事業にかかる歳入及び歳出について証拠書類を整理

し、かつ調書及び証拠書類を特別対策事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を

受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。
⑤ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに特別

対策事業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具に

ついては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

で定めている耐用年数を経過するまで、都道府県知事の承認を受けないで、この特

別対策事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊

し又は廃棄してはならない。

⑥ 都道府県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。

⑦ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した財産については、特別対策事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な

運用を図らなければならない。

⑧ 特別対策事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約に

おいても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾し

てはならない。

⑨ 市町村及び事業者が①から⑧により付した条件に違反した場合には、この助成金
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の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。

⑩ ①又は②に基づき、都道府県知事が別添１７「ひとり親家庭等の在宅就業支援事

業」のうち、厚生労働大臣が必要と認めた額にかかる事業の内容の変更又は中止若

しくは廃止を承認する場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けなければな

らない。

⑪ ⑤により付した条件に基づき、都道府県知事が財産の処分を承認する場合には、

あらかじめ文部科学大臣又は厚生労働大臣の承認を受けなければならない。

（３）事業者に対し市町村が助成することにより実施する特別対策事業に対して都道府県

が助成金を助成する場合

都道府県は、市町村が事業者に対して助成し、特別対策事業を実施するために、こ

の基金を財源の一部として助成する場合には、次の条件を付さなければならない。

① （２）の②、③及び④に掲げる条件

② 市町村が事業者に対して、この助成金を助成する場合には、次の条件を付さなけれ

ばならない。

ア 事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、市町村長（特別区の区長を

含む。以下「市町村長」という。）の承認を受けなければならない。

（ア）建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除

く。）

（イ）建物等の用途

（ウ）利用定員

イ 事業を中止し、又は廃止（一部の中止、又は廃止を含む。）する場合には、市

町村長の承認を受けなければならない。

ウ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、

速やかに市町村長に報告してその指示を受けなければならない。

エ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により

取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具については、減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている

耐用年数を経過するまで、市町村長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄しては

ならない。

オ 市町村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、そ

の収入の全部又は一部を市町村に納付させることがある。

カ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけ

ればならない。
キ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成金に係る消費税及び
地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに市町村長に報告しな
ければならない。
なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）
で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申
告内容に基づき報告を行うこと。
また、市町村長に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を市町

村に納付させることがある。
ク 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい
て証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中
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止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了
後５年間保管しておかなければならない。

ケ 事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金
提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除
く。

コ 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において
も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾しては
ならない。

サ 事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど市町村
が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。

③ ②により付した条件に基づき、市町村長が承認又は指示する場合には、あらかじ
め都道府県知事の承認又は指示を受けなければならない。
④ 事業者から財産処分による収入又は助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を
都道府県に納付させることがある。

⑤ 事業者が②より付した条件に違反した場合には、この助成金の全部又は一部を都
道府県に納付させることがある。
⑥ ③により付した条件に基づき、都道府県知事が財産の処分を承認する場合には、
あらかじめ文部科学大臣又は厚生労働大臣の承認又は指示を受けなければならない。

（４）（２）の⑥及び（３）の④により付した条件に基づき市町村及び事業者から財産の処
分による収入の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を
国庫に納付させることがある。

（５）（２）の⑨及び（３）の⑤により付した条件に基づき市町村及び事業者から納付させ
た場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

（６）特別対策事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。

（７）（１）の③、（２）の⑪及び（３）の⑥の文部科学大臣又は厚生労働大臣の承認手続
等については、文部科学省分については「私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施
設整備費）に係る財産処分の承認等について」（平成２０年７月３０日２０文科初第４
９０号文部科学省初等中等教育局長通知）、厚生労働省分については「厚生労働省所管
一般会計補助金等に係る財産処分について」（平成２０年４月１７日雇児発第 041700
1 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を準用する。

第５ 助成額の算定方法
（１）特別対策事業の助成額は、次により算出する。

なお、事業ごとに算出された交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、
これを切り捨てるものとする。
① 事業又は工事請負契約等を締結する単位ごとに、別添１～２５に定める対象経費
の実支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（学校法人及び社会福
祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を
選定する。

② （別表）補助基準額表に定める事業ごとに、算出した基準額の合計を選定する。

③ 事業ごとに、①により選定された額と②により算出した額とを比較していずれか

少ない方の額に別添の２の⑤欄に掲げる補助率を乗じて得た額の合計額の範囲内の

額を助成額とする。

ただし、別添６の４に掲げる事業については次により算出する。
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なお、算出された交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てるものとする。

④ 事業の対象経費の実支出額と、総事業費から寄付金その他その収入額（学校法人

及び社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額を比較して少ない

方の額に２分の１を乗じた額を算出する。

⑤ ④により選定された額と（別表）補助基準額表に定める補助基準額を比較してい

ずれか少ない方の額を助成額とする。

第６ その他

（１）都道府県は、市町村が行う特別対策事業に係る助成金の助成申請及び助成決定の事

務に係る手続き等の助成要綱を定め、実施するものとする。

（２）都道府県は、「平成２３年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心子ども基金）の交

付について（平成２３年６月２３日厚生労働省発雇児 0623 第 1 号）」別紙の４（２）及

び（３）に基づき交付決定された交付額にかかる経理と、「平成２０年度子育て支援対

策臨時特例交付金（安心こども基金）の交付について（平成２１年３月５日２０文科初

第１２７８号・厚生労働省発雇児第 0305005 号）」、「平成２１年度子育て支援対策臨時

特例交付金（安心こども基金）の交付について（平成２１年７月１日２１文科初第６４

７６号・厚生労働省発雇児 0701 第 9 号）」、「平成２２年度子育て支援対策臨時特例交

付金（安心こども基金）の交付について（平成２３年１月１７日２３文科初第１３５

３号・厚生労働省発雇児 0117 第 1 号）」、「平成２３年度子育て支援対策臨時特例交付

金（安心子ども基金）の交付について（平成２３年６月２３日厚生労働省発雇児 062

3 第 1 号）」別紙の４（１）、（４）、（５）、（６）及び（７）及び「平成２４年度子育て

支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の交付について（平成２４年１２月２８

日２４文科初第９８７号・厚生労働省発雇児 1228 第 3 号）」に基づき既に交付されて

いる交付額にかかる経理とを区分すると共に、両経理間の資金の移動は認めないもの

とする。

（３）都道府県は、別添の２の①欄の区分ごとの交付額について、特別対策事業を実施す
るにあたり、この各区分を超えて配分の変更をする場合は、厚生労働大臣に事前に届け
出なければならない。
ただし、別添の２の①欄の「２ 保育サービス等の充実（文部科学省関係）」、「７

保育所等の複合化・多機能化推進事業」及び「８ 幼稚園等の複合化・多機能化推進

事業」と他の区分との間の経費の配分の変更は認めない。

（４）都道府県は管内市町村、関係団体、社会福祉法人等に当該基金事業及び特別対策事
業の趣旨について十分な説明を行うとともに、市町村との連携を十分に行い、事務処理
に遺漏のないよう取り扱われたい。
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別　添

（定義）

１　本運営要領において、「施設整備」とは、次の表の種類ごとに掲げる整備内容をいう。

整　備　区　分

創　　設

大規模修繕等

増　　築

増　改　築

改　　築

老朽民間児童
福祉施設整備

国 都道府県 市町村

（１）保育所等整備事業

○保育所緊急整備事業（別添１）

 2/3 － 1/12

 1/2 －  1/4

○賃貸物件による保育所整備事業（別添２） 市町村
別添２の２（５）に
定める期限

 2/3 － 1/12

 1/2 －  1/4

○子育て支援のための拠点施設整備事業（別添３） 市町村  1/2 －  1/2
別添３の２（５）に
定める期限

○放課後児童クラブ設置促進事業（別添４）
指定都市
中核市

 1/3 －  2/3
別添４の２（４）に
定める期限

上記以外
の市町村

 1/3  1/3  1/3

（２）広域的保育所利用事業（別添５） 市町村  1/2 －  1/2

平成２５年度末

自園の保育士による保育所入所児童の送迎サービスを実施する。

20年度交付要
綱４（１）
22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

　子育て支援のための拠点施設の施設整備費の補助を実施する。 

○別添1の３（４）に該当する市町村1
　
保
育
サ
ー
ビ
ス
等
の
充
実

（
文
部
科
学
省
関
係
を
除
く

）

○別添２の３（３）に該当する市町村

⑥事業実施期限 ⑦精算時期

　小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等
を、放課後児童クラブを実施するために必要な建物改修、倉庫設備の設置
のための経費の補助を実施する。

21年度交付要
綱４（１）エ及び
オ
22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

平成２５年度末
（別添１に規定
する保育所緊急
整備事業、別添
２に規定する賃
貸物件による保
育所整備事業、
別添３に規定す
る子育て支援の
ための拠点施設
整備事業、別添
４に規定する放
課後児童クラブ
設置促進事業、
別添６に規定す
る家庭的保育改
修事業、別添７
の３に規定する
認可外保育施
設保育士資格
取得支援事業、
別添７の４に規
定する保育士修
学資金貸付事
業及び別添８に
規定する認定こ
ども園整備事業
を除く。）

20年度交付要
綱４（１）

21年度交付要
綱４（１）ア、イ
及びウ

22年度交付要
綱４(1)

2３年度交付要
綱４(４)

24年度交付要
綱４(１)

市町村

別添１の２（５）に
定める期限

　保育所（公立を除く）の施設整備費の補助を実施する。また、待機児童が多
く、財政力が乏しい市町村における保育所の新設等について、追加的財政措
置を行う。

○別添1の３（１）、（２）及び（３）に該当
する市町村

整　　備
社会福祉法人が設置する施設について平成２０年６月１２日雇児発第
0612001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「老朽民間児童福祉
施設等の整備について」を準用し改築整備（一部改築を含む。）をすること。

　都市部を中心として、賃貸物件による保育所本園・分園の設置を促進する
ため、賃借料、改修費等の補助を実施する。   ※公立保育所を除く

○別添２の３（１）及び（２）に該当する市
町村

２　本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主体が②欄の事業内
　容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

既存施設について平成２０年６月１２日雇児発第0612002号厚生労働省雇
用均等・児童家庭局長通知「次世代育成支援対策施設整備交付金におけ
る大規模修繕等の取扱いについて」を準用し整備をすること。

改　　造 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。

既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとともに既存施設
の改築整備（一部改築を含む。）をすること。

既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改築を含む。）を
すること。

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業

種　　類 整　　備　　内　　容

新　　設 新たに施設を整備すること。

修　　理

9



国 都道府県 市町村

（３）家庭的保育改修等事業（別添６）
別添６の２（３）に
定める期限

○家庭的保育改修等事業 市町村

　家庭的保育事業の実施場所に係る改修費及び賃借料の補助を実施する。　

 2/3 －  1/3

 1/2 －  1/2

○家庭的保育者研修事業 都道府県  1/2  1/2 －

　家庭的保育者の研修を実施するための費用の補助を実施する。　

市町村  1/2 －  1/2

（４）待機児童解消加速化プラン強化事業 平成２５年度末

市町村  1/3  1/3  1/3

指定都市
中核市

 1/3 -  2/3

市町村  1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 -  1/2

市町村 1/3 1/3 1/3

指定都市
中核市

1/3 - 2/3

市町村  1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 -  1/2

市町村 定額 － －

市町村 － －

（５）子育て支援交付金からの移行事業 平成２５年度末

○子育て短期支援事業（別添６の８）

短期入所生活援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（トワイライトステイ）事
業として、市町村が行う事業に対して補助を実施する。 24年度交付要

綱４(１)

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情
報提供や養育環境等の把握を行う事業に対して補助を実施する。

○地域子育て支援拠点事業（別添６の９）

地域子育て支援拠点事業の実施に必要な費用の補助を実施する。

○養育支援訪問事業（別添６の６）

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指
導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保するための
事業に対して補助を実施する。

○ファミリー・サポート・センター事業（別添６の７）

地域における育児の相互援助活動を推進するとともに、病児・病後児の預か
り、早朝・夜間等の緊急時の預かりなど多様なニーズへの対応を図るための
事業に対して補助を実施する。

○へき地保育事業（別添６の１１）

山間地及び離島等の地域で通常の保育所を設けることが困難な地域におい
て、保育を要する児童を保育するために設置するへき地保育所の運営費に
対する補助を実施する。

○一時預かり事業（別添６の１０）

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主と
して昼間、保育所その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行
う事業の補助を実施する。

○乳児家庭全戸訪問事業（別添６の５）

市町村  1/2

○子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（別添６の１２）

グループ型小規模保育の実施に必要な費用の補助を実施する。

○認可外保育施設運営支援事業（別添６の３）

2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

○地域型保育・子育て支援モデル事業（別添６の４）

子どもを守る地域ネットワークの調整機関職員や関係機関等の専門性強化、
同ネットワーク構成員の連携強化等を図るための事業に対する補助を実施す
る。

2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

子ども・子育て支援新制度において実施することが検討されている地方版子
ども・子育て会議（仮称）の設置及び小規模保育や地域子育て支援事業のほ
か放課後児童クラブなどを組み合わせた多機能の保育事業の実施により、潜
在的な保育需要を考慮した積極的な待機児童解消を図るモデル事業に対し
て補助を実施する。

⑥事業実施期限 ⑦精算時期

20年度交付要
綱４（３）
21年度交付要
綱４（１）カ、キ
及びク
22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

○別添６の３（１）及び（２）に該当する市
町村

○別添６の３（３）に該当する市町村

平成２５年度末
（別添１に規定
する保育所緊急
整備事業、別添
２に規定する賃
貸物件による保
育所整備事業、
別添３に規定す
る子育て支援の
ための拠点施設
整備事業、別添
４に規定する放
課後児童クラブ
設置促進事業、
別添６に規定す
る家庭的保育改
修事業、別添７
の３に規定する
認可外保育施
設保育士資格
取得支援事業、
別添７の４に規
定する保育士修
学資金貸付事
業及び別添８に
規定する認定こ
ども園整備事業
を除く。）

○グループ型小規模保育事業（別添６の２） 2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

20年度交付要
綱４（３）
21年度交付要
綱４（１）カ及び
キ
22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

定額
（1/2相
当）

-  1/2

市町村  1/2 -  1/2

市町村  1/2 -  1/2

市町村  1/2 -  1/2

市町村  1/2 -  1/2

市町村  1/2 -  1/2

市町村  1/2 -  1/2

　

（
文
部
科
学
省
関
係
を
除
く

）

1
　
保
育
サ
ー
ビ
ス
等
の
充
実

市町村  1/2 -  1/2

設備運営基準第３２条及び第３３条に規定する保育所に係る設備及び職員
配置に関する基準を満たす認可外保育施設等に対し、運営に要する費用の
一部の補助を実施する。

○別添６の３ ３（２）①
に該当する場合

○別添６の３ ３（２）③に
該当する場合

○別添６の３ ３（２）②イ
に該当する場合

○別添６の３ ３（２）②ア
に該当する場合
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国 都道府県 市町村

（６）保育士人材確保等事業

○保育士研修等事業（別添７）

都道府県  1/2  1/2 －

平成２５年度末

市町村  1/2 －  1/2

市町村  1/2 －  1/2

 1/2 －  1/4

○保育士・保育所支援センター開設等事業（別添７の２） 都道府県  1/2  1/2 － 平成２５年度末

市町村  1/2 －  1/2

○認可外保育施設保育士資格取得支援事業（別添７の３） 都道府県  3/4  1/4 －

○保育士修学資金貸付事業（別添７の４） 都道府県  3/4  1/4 －

○保育士等処遇改善臨時特例事業（別添７の５） 市町村 定額 - - 平成２５年度末

（７）電力需給対策に対応した特別事業等

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

（８）認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業（厚生労働省関係）（別添８） 市町村  1/2 －  1/4

市町村 2/3 － 1/12

○認定こども園事業費（厚生労働省関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4 平成２５年度末

　保育の質の向上のため、保育所等の保育士（現在、保育所等に勤務してい
ない保育士を含む。）等を対象に実施する研修費用、保育士の人材確保へ
の取組及びアクションプログラム実践のための事業の補助を実施する。

⑥事業実施期限①区分 ⑦精算時期②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

別添７の６の２
（１）①ア及び②
アに定める期限

別添７の７の２
（１）に定める期
限

別添７の３の２
（５）に定める期
限

別添７の４の２
（４）に定める期
限

20年度交付要
綱４（１）
22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

20年度交付要
綱４（１）
22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

別添８の２（５）に
定める期限

　認定こども園等の施設整備費の補助を実施する。
※　社会福祉法人等が対象

24年度交付要
綱４（１）

22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

　電力需給対策実施期間における、休日保育特別事業及び延長保育特別
事業の補助を実施する。

○電力需給対策に対応した児童の居場所づくりのための特別事業（別添７の７）

　認可外保育施設に勤務している保育士資格を有していない保育従事者の
保育士資格取得を支援するための事業の補助を実施する。
　認可外保育施設に勤務している保育士資格を有していない保育従事者の
保育士資格取得を支援するための事業の補助を実施する。

　保育士資格取得に必要な修学資金の貸し付けを行うための事業の補助を
実施する。

21年度交付要
綱４（１）ケ
22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４（１）

  保育士の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保するため、潜在保育
士の就職や保育所の潜在保育士活用支援等を行う「保育士・保育所支援セ
ンター」を開設・運営するための事業の補助を実施する。

○電力需給対策に対応した休日保育特別事業等（別添７の６）

　保育士の処遇改善に取り組む保育所へ資金の交付を行うための事業の補
助を実施する。

24年度交付要
綱４（１）

24年度交付要
綱４（１）

　電力需給対策実施期間における、家庭の代わりとなる居場所が必要な児童
を受け入れる事業の補助を実施する。

22年度交付要
綱４(1)
2３年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４(１)

　認定こども園の事業費の補助を実施する。
 ※　社会福祉法人等が対象

平成２５年度末
（別添１に規定
する保育所緊急
整備事業、別添
２に規定する賃
貸物件による保
育所整備事業、
別添３に規定す
る子育て支援の
ための拠点施設
整備事業、別添
４に規定する放
課後児童クラブ
設置促進事業、
別添６に規定す
る家庭的保育改
修事業、別添７
の３に規定する
認可外保育施
設保育士資格
取得支援事業、
別添７の４に規
定する保育士修
学資金貸付事
業及び別添８に
規定する認定こ
ども園整備事業
を除く。）

（
文
部
科
学
省
関
係
を
除
く

）

1
　
保
育
サ
ー
ビ
ス
等
の
充
実

20年度交付要
綱４（４）
22年度交付要
綱４(1)
23年度交付要
綱４(４)
24年度交付要
綱４（１）

○別添７ ２（１）①、②（エ
を除く）、③の事業

○別添７ ２（１）②エの事業

○別添８の２（２）①～③の事業

○別添８の２（２）④の事業
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国 都道府県 市町村

○認定こども園整備事業（文部科学省関係）（別添８） 市町村  1/2 －  1/4

○幼稚園耐震化促進事業（文部科学省関係）（別添８の２） 都道府県  1/2 － －

○認定こども園事業費（文部科学省関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4 平成２５年度末

○幼児教育の質の向上のための緊急環境整備（別添１０）  1/2 － － 平成２５年度末

 1/3 － －

○認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援（別添１１） 平成２５年度末

 1/2  1/2 －

 1/2 －  1/2

 1/2 － －

20年度交付要
綱４（２）
22年度交付要
綱４(2)
2３年度交付要
綱４(５)
24年度交付要
綱４(２)

20年度交付要
綱４（２）
22年度交付要
綱４(2)
2３年度交付要
綱４(５)

別添８の２の２
（５）に定める期
限

　認定こども園を構成又は移行を予定する幼稚園の耐震化事業に対する補
助を実施する。
※　学校法人等が対象

④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

○別添1０の３（2）①イに該当す
る幼稚園

21年度交付要
綱４（２）オ
2３年度交付要
綱４(５)

都道府県

○事業主が都道府県の場合

　認定こども園の緊急整備等に対応し、認定こども園における教育の質の向
上に関する研修、幼稚園・保育所の教職員の合同研修及び幼稚園と保育所
等の連携に係る研修の実施に必要な費用を支援する。

○事業主が市町村の場合

○事業主が都道府県が適当と
認める者の場合

⑦精算時期

２
　
保
育
サ
ー
ビ
ス
等
の
充
実

（
文
部
科
学
省
関
係

）

別添８の２（５）に
定める期限

平成２５年度末
（別添８に規定
する認定こども
園整備事業およ
び別添８の２に
規定する幼稚園
耐震化促進事
業を除く。）

　認定こども園の施設整備費の補助を実施する。
※　学校法人等が対象

　認定こども園の事業費の補助を実施する。
 ※　学校法人等が対象

（９）認定こども園等の環境整備等事業

21年度交付要
綱４（２）アから
エ
2３年度交付要
綱４(５)

都道府県　幼児教育の質の向上のため、施設における遊具・運動用具・教具・衛生用
品等の環境整備やデジタルテレビ整備のための費用を支援する。

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠
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国 都道府県 市町村

地域子育て創生事業（別添１２）
別添１２の２（４）
に定める期限

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
指定都市
児童相談
所設置市

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県

都道府県

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

地域子育て特別支援事業（別添１２の２）
別添１２の２の２
（４）に定める期
限

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
指定都市
児童相談
所設置市

都道府県
市町村

都道府県
市町村

福島県
福島県内
市町村

都道府県
市町村
（福島県及
び福島県
内市町村
を除く）

・東日本大震災に伴う保育所徴収金（保育料）及び児童入所施設徴収金の
減免に対する支援

・子育て支援施策に係る事務の効率化を図るための電子システム化の取組

21年度交付要
綱４（３）

22年度交付要
綱４(３)

23年度交付要
綱４（１）

24年度交付要
綱４(４)

・東日本大震災により親を亡くした子どもやその家族等を支援するために行う
相談・援助

・東日本大震災に係る対応として、子どもの遊び場の確保など福島県の子ども
の支援に関する取組

・東日本大震災に係る対応として、児童福祉施設等が提供する給食の更なる
安全・安心の確保のための取組（福島県を除く）

・児童手当法の一部を改正する法律の施行に伴う指定医療機関に入院する
子どもへの特別の支援

・東日本大震災に伴う保育所徴収金（保育料）及び児童入所施設徴収金の
減免に対する支援

・ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実
施を促進するための支援

・安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による支援（妊娠
出産前支援事業）

・地域子育て支援拠点の従事者や放課後児童健全育成事業の指導員資質
の向上を図るための支援、人材育成支援

・賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事
業等を実施するための賃借料及び改修費等の支援、病児・病後児保育事業
に係る感染症対策等に必要な備品費及び改修費の支援

・子育て支援施策に係る事務の効率化を図るための電子システム化の取組

・東日本大震災により親を亡くした子どもやその家族等を支援するために行う
相談・援助

⑦精算時期

３
　
す
べ
て
の
子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援

・地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動の立ち上げ支援

21年度交付要
綱４（３）

22年度交付要
綱４(３)

23年度交付要
綱４（１）

・地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ
細やかな子育て支援活動を促進するための支援

・経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を
確保するための支援

・平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う児童福
祉施設に入所する子ども等への特別の支援

・育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタッフの派遣
により、育児期の孤立感や育児不安の解消を図るための支援（家庭支援ス
タッフ訪問事業）

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支援（放課
後子どもプラン連携促進事業）

・病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預か
る社会基盤の構築を促進するための支援

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

平成２５年度末
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国 都道府県 市町村

（１）高等技能訓練促進費等事業（別添１３） 都道府県  3/4 1/4 －

市、福祉事務
所設置町村

 3/4 － 1/4

（２）職業訓練を受けるひとり親家庭に対する託児サービス提供事業（別添１４） 都道府県  1/2 1/2 － 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/2 － 1/2

都道府県  1/2 1/2 － 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/2 － 1/2

（４）就業・社会活動困難者への戸別訪問事業（別添１６） 平成２５年度末

都道府県  1/2 1/2 －

市、福祉事務
所設置町村  1/2 － 1/2

（５）ひとり親家庭等の在宅就業支援事業（別添１７）
都道府県
市

定額 － －

都道府県  1/2  1/2 平成２５年度末

（１）児童養護施設の退所者等の就業支援事業（別添１９） 都道府県  1/2  1/2 - 平成２４年度末

指定都市、児
童相談所設
置市

 1/2 －  1/2

都道府県  1/2  1/2 -

指定都市、中
核市、児童相
談所設置市

 1/2 －  1/2

上記以外の
市、福祉事務
所設置町村

 1/2  1/4  1/4

指定都市、中
核市

 1/2 －  1/2

上記以外の
市町村  1/2  1/4  1/4

（３）児童養護施設等の職員の資質向上のための研修事業（別添２１） 都道府県  1/2  1/2 - 平成２４年度末

指定都市、児
童相談所設
置市

 1/2 －  1/2

児童虐待防止対策緊急強化事業（別添２２）
別添２２の２（４）
に定める期限

定額 － －

21年度交付要
綱４（５）

６
　
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
強
化

平成２５年度末
（児童相談所・
市町村の体制強
化のための環境
改善を除く。）

・児童の安全確認等のための体制強化

22年度交付要
綱４（４）

23年度交付要
綱４（7）

24年度交付要
綱４(７)

都道府県、指
定都市、児童
相談所設置
市、市町村・児童虐待防止対策強化のための広報啓発

・児童虐待防止対策強化のための資質向上

・児童相談所・市町村の体制強化のための環境改善

・児童虐待防止緊急対応強化の取組

５
　
社
会
的
養
護
の
拡
充

別添２０の３に定
める期限

　職業紹介等を行っている企業等に委託して、施設退所者等に対するソー
シャル・スキル・トレーニング、相談支援、就職活動支援及び施設退所者等が
働きやすい職場の開拓等を行い、退所後の自立支援を推進する。

（２）児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業（別添２０）
別添２０の３に定
める期限

・老朽化遊具の更新、食品の安全など安全対策や生活環境の改善のための
改修、児童相談体制の整備等を図る。
・ファミリーホーム、自立援助ホーム、地域小規模児童養護施設等の新規設
置に必要な賃借料、改修費等の補助を実施する。

○別添２０の２（４）に該当する市町村

　児童養護施設等施設職員や児童相談に携わる職員等が資質向上のため
に研修に参加する経費及び研修期間中の代替職員の経費等の補助を実施
する。

21年度交付要
綱４（５）

21年度交付要
綱４（５）
24年度交付要
綱４(６)

21年度交付要
綱４（４）ウ
23年度交付要
綱４（6）
24年度交付要
綱４(５)

別添１７の２（４）
に定める期限

　ひとり親家庭等の在宅就業を積極的に支援する地方自治体に対し助成を
行う。

（６）婦人保護施設等の退所者（DV被害者等）等に対する就業支援事業
（別添１８）

21年度交付要
綱４（４）エ及び
オ
23年度交付要
綱４（6）
24年度交付要
綱４(５)

　職業紹介等を行っている企業等に委託して、施設退所者等に対するソー
シャル・スキル・トレーニング、相談支援、就職活動支援及び施設退所者等が
働きやすい職場の開拓等を行い、退所後の自立支援を推進する。

○就業活動支度の費用についての支援 都道府
県、市、福
祉事務所
設置町村

定額 －

⑦精算時期

－　戸別訪問による支援を行った母子家庭の母が、母子自立支援プログラム策
定後の就業活動をする際に、その支度に必要な物品の取得について支援す
る。

○戸別訪問による相談支援等

４
　
ひ
と
り
親
家
庭
等
へ
の
支
援
の
拡
充

21年度交付要
綱４（４）ア及び
イ
23年度交付要
綱４（6）

平成２４年度末

平成２５年度末
（別添１７に規定
するひとり親家
庭等の在宅就業
支援事業を除
く。）

　高等技能訓練促進費及び入学支援修了一時金を支給する。
※母子家庭等対策総合支援事業により補助が行われる分を除く。

21年度交付要
綱４（４）エ及び
オ
23年度交付要
綱４（6）
24年度交付要
綱４(５)

　母子家庭等就業・自立支援センター等において、職業訓練を受けているひ
とり親家庭に対する託児サービスを提供する。

（３）職業紹介等を行う企業等を活用したひとり親家庭に対する就業支援事業
（別添１５）

　職業紹介等を行っている企業等に委託して、ひとり親に対する相談支援、就
職活動支援を行うとともに、ひとり親が働きやすい職場の開拓等を支援

　引きこもりがちであるなど、就業活動に至らない母子家庭の母に対して、戸
別訪問による相談支援を実施するとともに、母子自立支援プログラム策定等
事業などの就業支援策の活用への結びつける。

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限
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国 都道府県 市町村

保育所等の複合化・多機能化推進事業（別添２３）
別添２３の２（５）
に定める期限

市町村  1/2 ー  1/2

都道府県
【別添23の2
の(2)の④の
場合のみ】

 1/3  2/3 －

指定都市・中
核市【別添23
の2の(2)の④
及び⑤の場
合のみ】

 1/3 －  2/3

上記以外の
市町村【別添
23の2の(2)の
④及び⑤の
場合のみ】

 1/3  1/3  1/3

市町村  1/2 ー  1/4

都道府県
【別添23の2
の(2)の④及
び⑤の場合
のみ】

 1/3  1/3 －

幼稚園等の複合化・多機能化推進事業（別添２４）
別添２４の２（５）
に定める期限

 1/2 ー  1/2

 1/2 ー  1/4

子ども・子育て支援新制度に係る電子システム構築等事業（別添２５）
都道府県
市町村

定額 － －
別添２５の２（４）
に定める期限

その他事業（都道府県事務費）（別添２６） 都道府県  1/2  1/2 - 平成２５年度末

（補助基準額）
３　補助基準額については、別表に定めるとおりとする。

（注３）③欄の「２２年度交付要綱」とは平成２３年１月１７日２２文科初第１３５３号・厚生労働省発雇児０１１７第１号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙
「平成２２年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注４）③欄の「２３年度交付要綱」とは、平成２３年６月２３日厚生労働省発雇児０６２３第１号厚生労働事務次官通知の別紙「平成２３年度子育て支援対策臨時特例交付金
（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

複
合
化
・
多
機
能
化

8
 
幼
稚
園
等
の

23年度交付要
綱４（３）

市町村

○別添２４の３（２）①に
該当する市町村

別添２４の２（５）
に定める期限の
属する年度の末
日

○別添２４の３（２）②に
該当する市町村

別添２５の２（４）
に定める期限の
属する年度の末
日

（注６）④欄の「市」または「市町村」には、特段の記載がない限りは指定都市・中核市・児童相談所設置市を含む。

　
（
都
道
府
県
事
務
費

）

　
　
そ
の
他
事
業

２０年度交付要
綱４（５）

平成２５年度末

　基金事業の執行業務に必要な費用の一部に充てるため、都道府県に対し
て事務費を交付する。

（注１）③欄の「２０年度交付要綱」とは平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第0305005号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙
「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注２）③欄の「２１年度交付要綱」とは平成２１年７月１日２１文科初第６４７６号・厚生労働省発雇児0701第9号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平
成２１年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注５）③欄の「２４年度交付要綱」とは、平成２４年１２月２８日２４文科初第９８７号・厚生労働省発雇児１２２８第３号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙
「平成２４年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

　復興計画などに基づき、幼保連携型又は幼稚園型認定こども園の幼稚
園、保育所型認定こども園の幼稚園機能部分、幼保連携型又は幼稚園型
認定こども園としての機能を備えて復旧・再開する幼稚園又は保育所型認
定こども園としての機能を備えて復旧・再開する保育所の幼稚園機能部分
に対し、複合化・多機能化する際の整備費について補助する。

⑦精算時期

複
合
化
・
多
機
能
化

7
 
保
育
所
等
の

23年度交付要
綱４（２）

○別添２３の３の（２）の①に該
当する都道府県又は市町村

別添２３の２（５）
に定める期限の
属する年度の末
日

　復興計画などに基づき、子育て関連施設を複合化・多機能化する際の整
備費について補助を実施する。

○別添２３の３の（２）の②に該
当する事業者が都道府県及び
市町村以外の場合

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

電
子
シ
ス
テ
ム
構
築
等

支
援
新
制
度
に
係
る

９
 
子
ど
も
・
子
育
て

　先般成立した子ども・子育て関連三法に基づく制度（以下、「子ども・子育
て支援新制度」という。）の施行に向けて、地方自治体において一時的に必
要となるシステム導入経費及び事前調査経費について補助する。

電
子
シ
ス
テ
ム
構
築
等

支
援
新
制
度
に
係
る

９
 
子
ど
も
・
子
育
て

　先般成立した子ども・子育て関連三法に基づく制度（以下、「子ども・子育
て支援新制度」という。）の施行に向けて、地方自治体において一時的に必
要となるシステム導入経費及び事前調査経費について補助する。 24年度交付

要綱４（３）

１０
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別添１

保育所緊急整備事業

１ 事業の目的

待機児童解消のための保育所の創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施

設整備に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることが出来

るような体制整備を行うことを目的とする。

２ 事業の内容

（１）事業内容

保育所（認定こども園を構成する保育所を含む。）の新設、修理、改造、整備を実

施する。この際に、市町村負担の軽減や、保育所の設置促進を図るため、待機児童が

多く財政力が乏しい市町村や都市部について、追加的財政措置を講じる。

また、地域の余裕スペースを活用した保育所の分園等の設置促進を図る。

ただし、下記３（２）の対象事業については、平成２２年１月２８日以降に事業を

開始するものに限る。

さらに、下記３（３－１）の対象事業については、平成２３年４月１日以降に事業

を開始するものに限り、下記３（３－２）の対象事業については、平成２４年２月８

日以降に事業を開始するものに限る。

（２）整備対象施設

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項に規定する保育所

（３）事業の実施主体

市町村

（４）整備対象施設の設置主体（事業者）

社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園を構成する幼稚園及び保育所の

設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の施設整備を行う場合に限

る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若しくは特例財

団法人

（５）事業の実施期限

平成２６年３月３１日とする。ただし、平成２５年度中に施設整備に着手し、平成

２６年度に完了が見込まれる場合には、施設整備が完了する月の末日又は平成２７年

３月３１日のいずれか早い日とする。
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３ 補助基準額・補助率等

（１）地方交付税交付団体、かつ、平成２１年２月１日、平成２２年１０月１日、平成２

３年１０月１日又は平成２４年１０月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、かつ、

平成２５年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増

する整備を実施する市町村が創設、増築、増改築による整備を行う場合（公立保育所

の民営化等による定員の増減を含む。）。

（注）「地方交付税交付団体」とは、平成２０年度から平成２５年度までの間に「地方交付税

交付団体」となった年度以降の市町村をいう。

就学前の児童人口 必要な純増数

５，９９９人以下の市町村 ６０人以上

６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上

１２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上

１８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上

２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上

① 補助基準額

ア 定員規模による定額（「標準」単価）

ただし、都市部（「都市部」とは、助成の決定を行う年度（以下「助成決定年

度」という。）又はその前年度における４月１日現在の人口密度が、１，０００

人／ｋ㎡以上の市町村をいう。以下同じ。)については、割増単価（「都市部」単

価）を適用

イ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算

ウ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算

エ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運

営費負担金（「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金について」（昭和５１年

４月１６日厚生省発児第５９号の２）。以下同じ。）における３歳児の保育単価月

額の１／２の金額を定員数の増分加算

オ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用

カ 増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象

キ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２

項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準

額表中Ａ地域基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、

０．０８を乗じて得られた基準額を加算

② 補助率

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（注）財政上の特別措置

次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず②の補助率を適用する。

②補助率
① 区 分

国 市町村 事業者
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沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第２項に 3/4 1/8 1/8
規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合

③ 補助対象事業（整備区分）

創設、増築、増改築

（注：増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）

（２）地方交付税交付団体、かつ、平成２２年２月１日、平成２２年１０月１日、平成２

３年１０月１日又は平成２４年１０月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、かつ、

平成２５年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増

する整備を実施する市町村が地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地

等）を活用して、定員３０名までの小規模な保育所を整備する事業を行う場合（公立

保育所の民営化等による定員の増減を含む。）。

（注）「地方交付税交付団体」とは、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度にお

いて「地方交付税交付団体」である市町村をいう。

就学前の児童人口 必要な純増数

５，９９９人以下の市町村 ６０人以上

６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上

１２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上

１８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上

２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上

① 補助基準額

ア 定員規模による定額（「標準」単価）

ただし、都市部については、割増単価（「都市部」単価）を適用

イ 地域の余裕スペース活用促進加算として３，０００千円を本体工事の補助基準

額に加算

その際、都市部については、地域の余裕スペース活用促進加算を３，３００

千円とする。

ウ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算

エ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算

オ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運

営費負担金における３歳児の保育単価月額の１／２の金額を定員数の増分加算

カ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用

キ 増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象

ク 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２

項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準

額表中Ａ地域基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、

０．０８を乗じて得られた基準額を加算
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② 補助率

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（注）財政上の特別措置

次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず②の補助率を適用する。

②補助率
① 区 分

国 市町村 事業者

沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第２項に 3/4 1/8 1/8
規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合

③ 補助対象事業（整備区分）

創設、増築、増改築

（注：増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）

（３－１）「国と自治体が一体的に取り組む待機児童解消「先取り」プロジェクト」（以下

「先取りプロジェクト」という。）に参加する市町村、かつ、財政力指数１．０未満

の団体（助成決定年度の前年度の財政力指数が１．０未満の団体で、助成決定年度の

財政力指数が１．０以上である団体も含む。）、かつ、平成２２年１０月１日現在の待

機児童数が原則１０人以上である市町村が、創設、増築、増改築による整備を行う場

合、または、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用して、

定員３０名までの小規模な保育所を整備する事業を行う場合。

（注）「財政力指数」は、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度の財政力指数とする。

① 補助基準額

ア 定員規模による定額（「標準」単価）

ただし、都市部については、割増単価（「都市部」単価）を適用

イ 地域の余裕スペースを活用する場合は、地域の余裕スペース活用促進加算とし

て３，０００千円を本体工事の補助基準額に加算

その際、都市部については、地域の余裕スペース活用促進加算を３，３００千

円とする。

ウ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算

エ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算

オ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運

営費負担金における３歳児の保育単価月額の１／２の金額を定員数の増分加算

カ 土地借料補助加算として、総事業費とは別に１施設あたり３，０００千円を別

途加算

キ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用

ク 増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象

ケ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２

項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準
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額表中Ａ地域基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、

０．０８を乗じて得られた基準額を加算

② 補助率

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（注）財政上の特別措置

次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず②の補助率を適用する。

②補助率
① 区 分

国 市町村 事業者

沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第２項に 3/4 1/8 1/8
規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合

③ 補助対象事業（整備区分）

創設、増築、増改築

（注：増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）

（３－２）「先取りプロジェクト」又は「待機児童解消加速化プラン」に参加する市町村、

かつ、財政力指数１．０未満の団体（助成決定年度の前年度の財政力指数が１．０未

満の団体で、助成決定年度の財政力指数が１．０以上である団体も含む。）、かつ、平

成２３年１０月１日、平成２４年１０月１日又は平成２５年４月１日現在の待機児童

数が原則１人以上である市町村が、創設、増築、増改築による整備を行う場合、また

は、地域の余裕スペースを活用して、保育所を整備する事業を行う場合。

（注）「財政力指数」は、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度の財政力指数とする。

① 補助基準額

ア 定員規模による定額（「標準」単価）

ただし、都市部については、割増単価（「都市部」単価）を適用

イ 地域の余裕スペースを活用する場合は、地域の余裕スペース活用促進加算とし

て３，０００千円を本体工事の補助基準額に加算

その際、都市部については、地域の余裕スペース活用促進加算を３，３００千

円とする。

ウ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算

エ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算

オ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運

営費負担金における３歳児の保育単価月額の１／２の金額を定員数の増分加算

カ 土地借料補助加算として、総事業費とは別に１施設あたり２０，０００千円を

別途加算

キ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用

ク 増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象

ケ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２
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項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準

額表中Ａ地域基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、

０．０８を乗じて得られた基準額を加算

② 補助率

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（注）財政上の特別措置

次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず②の補助率を適用する。

②補助率
① 区 分

国 市町村 事業者

沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第２項に 3/4 1/8 1/8
規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合

③ 補助対象事業（整備区分）

創設、増築、増改築

（注：増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）

（４）（１）～（３-１）及び（３－２）以外の場合

① 補助基準額

ア 定員規模による定額（「標準」単価）

ただし、都市部については割増単価（「都市部」単価）を適用

イ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算

ウ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算

エ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運

営費負担金における３歳児の保育単価月額の１／２の金額を定員数の増分加算

オ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用

カ 改築、増改築、大規模修繕等の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工

事費が対象（ただし、大規模修繕等については、仮設施設整備工事のみが対象）

キ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２

項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準

額表中Ａ地域基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、

０．０８を乗じて得られた基準額を加算

② 補助率

国１／２、市町村１／４、事業者１／４

※ ただし、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備（（１）の③、（２）

の③、（３－１）の③及び（３－２）の③に係る増改築の場合を除く。）の整備

区分については、（１）、（２）、（３－１）及び（３－２）に該当する市町村に

ついても（４）の対象とし、補助率を１／２とする。
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（注）財政上の特別措置

次の表の①欄に掲げる場合は、上記に関わらず②欄の補助率を適用する。

②補助率
① 区 分

国 市町村 事業者

沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第２項に 3/4 1/8 1/8
規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合

過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第６条 5.5/10 1/4 1/5
第１項に規定する過疎地域自立促進市町村計画に基づく事業とし
て行う場合

山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第８条第１項の規定に基
づく山村振興計画に基づく事業として行う場合（地方交付税法（昭
和２５年法律第２１１号）第１４条の規定により算定した市町村
の基準財政収入額を同法第１１条の規定により算定した当該市町
村の基準財政需要額で除して得た数値で補助年度前３か年度内の
各年度に係るものを合算したものの３分の１の数値が０．４未満
である市町村の区域内にあるものに限る。（創設を除く。））

③ 補助対象事業（整備区分）

創設、増築、増改築、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備

４ 対象経費

種 目 対 象 経 費

本体工事費 施設の整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直
接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費
及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当す
る額を限度額とする。）。
ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目において別途交付対象とする
費用を除き（以下同じ。)、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められ
る委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ。）。

保育所開設準 保育所の開設準備に必要な費用
備費加算

土地借料補助 新たに土地を賃借して保育所を整備する場合または、既に土地を賃借している
加算 場合で新たに保育所を整備する場合に必要な費用

特殊附帯工事 特殊附帯工事費に必要な工事費又は工事請負費
費

解体撤去工事 解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に必要な賃借料、工
費及び仮設施 事費又は工事請負費
設整備工事費
（改築・増改築

・大規模修繕等
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の場合が対象）

※大規模修繕等

については、仮

設整備工事費の

み対象

５ 留意事項

（１）次に掲げる費用については、対象としないものとする。

① 土地の買収又は整地に関する費用

② 職員の宿舎に要する費用

③ その他施設整備費として適当と認められない費用

（２）この事業により施設整備を行う際に、過去に厚生労働省所管一般会計補助金等の交

付を受け取得した財産について、取り壊し等の財産処分を行う場合には、平成２０年

４月１７日雇児発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産

処分について」による財産処分の承認手続き等が必要であるので、厚生労働省又は各

地方厚生局若しくは地方厚生支局と事前に相談すること。

（３）保育所開設準備費加算について

平成２０年度補正予算（第１号）における保育所施設整備費補助金又は認定こども

園施設整備費補助金により整備した保育所については、保育所開設準備費加算の交付

ができるものとする。

① 交付額

整備事業開始年度の保育所運営費負担金における３歳児の保育単価月額の金額を

定員数の増分加算

② 補助率

国１／２、市町村１／４、事業者１／４
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別添２

賃貸物件による保育所整備事業

１ 事業の目的

保育所を整備するにあたり、都市部を中心に保育所の整備が困難な状況にかんがみ、

賃貸物件による保育所の設置に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心

して育てることが出来るような体制整備を行うことを目的とする。

また、急増する待機児童に対応するため、国の基準を満たす保育施設の開設に当たっ

ては、この基金により特別な支援を行い、良質な保育体制の充実を図る。

２ 事業の内容

（１）事業内容

賃貸物件により、新たに保育所等を設置する場合に、賃借料（開設前の改修等期間

を含む。）及び借上時における改修費等の補助を行う。ただし、借り上げが､平成２１

年１月２７日以降の新規契約のものに限る。

なお、下記３（３）①ウのうち、「設備運営基準を満たす認可外保育施設の小規模

な分園型保育施設」の場合は、借り上げが、平成２１年５月２９日以降の新規契約の

ものに限る。

また、下記３（１）の対象事業については、借り上げが、平成２２年１月２８日以

降の新規契約のものに限る。

さらに、下記３（２－１）の対象事業については、借り上げが、平成２３年４月１

日以降の新規契約のものに限り、下記３（２－２）の対象事業については、平成２４

年２月８日以降に事業を開始するものに限る。

（２）借上対象施設

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項に規定する保育所（以下

「認可保育所」という。）、又は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２

３年厚生省令第６３号）（以下、「設備運営基準」という。）を満たす施設（以下「設

備運営基準を満たす認可外保育施設」という。）及び設備運営基準を満たす認可外保

育施設の小規模な分園型保育施設。

（３）事業の実施主体

市町村

（４）借上対象施設の設置主体（事業者）

市町村以外の者であって、継続的に保育を実施できる者

（５）事業の実施期限

平成２６年３月３１日とする。ただし、平成２５年度中に施設整備に着手し、平成

２６年度に完了が見込まれる場合には、施設整備が完了する月の末日又は平成２７年
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３月３１日のいずれか早い日とする。

３ 補助基準額・補助率等

（１）地方交付税交付団体、かつ、平成２２年２月１日、平成２２年１０月１日、平成２

３年１０月１日又は平成２４年１０月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、かつ、

平成２５年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増

する市町村が地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用して、

賃貸物件により、定員３０名までの小規模な保育所を整備する事業を行う場合（公立

保育所の民営化等による定員の増減を含む。）。

（注）「地方交付税交付団体」とは、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度におい

て「地方交付税交付団体」である市町村をいう。

就学前の児童人口 必要な純増数

５，９９９人以下の市町村 ６０人以上

６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上

１２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上

１８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上

２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上

① 補助基準額

ア 賃借料補助

契約家賃 認可保育所（本園・分園※） １施設当たり ４，０００万円

イ 改修費等補助

認可保育所

本園の場合 １施設当たり ２，５００万円

分園※の場合 １施設当たり ２，０００万円

※２０人未満分園を含む。

② 補助率

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（２－１）「国と自治体が一体的に取り組む待機児童解消「先取り」プロジェクト」（以下

「先取りプロジェクト」という。）に参加する市町村、かつ、財政力指数１．０未満

の団体（助成の決定を行う年度（以下「助成決定年度」という。）の前年度の財政力

指数が１．０未満の団体で、助成決定年度の財政力指数が１．０以上である団体も含

む。）、かつ、平成２２年１０月１日現在の待機児童数が原則１０人以上である市町村

が、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用して、賃貸物

件により、定員３０名までの小規模な保育所を整備する事業を行う場合。

（注）「財政力指数」は、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度の財政力指数とする。

① 補助基準額

ア 賃借料補助
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契約家賃 認可保育所（本園・分園※） １施設当たり ４，０００万円

イ 改修費等補助

認可保育所

本園の場合 １施設当たり ２，５００万円

分園※の場合 １施設当たり ２，０００万円

※２０人未満分園を含む。

② 補助率

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（２－２）「先取りプロジェクト」又は「待機児童解消加速化プラン」に参加する市町村、

かつ、財政力指数１．０未満の団体（助成決定年度の前年度の財政力指数が１．０未

満の団体で、助成決定年度の財政力指数が１．０以上である団体も含む。）、かつ、平

成２３年１０月１日、平成２４年１０月１日又は平成２５年４月１日現在の待機児童

数が原則１人以上である市町村が、地域の余裕スペースを活用して、賃貸物件により、

保育所を整備する事業を行う場合。

（注）「財政力指数」は、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度の財政力指数とする。

① 補助基準額

ア 賃借料補助

契約家賃 認可保育所（本園・分園※） １施設当たり ４，０００万円

イ 改修費等補助

認可保育所

本園の場合 １施設当たり ２，５００万円

分園※の場合 １施設当たり ２，０００万円

※２０人未満分園を含む。

② 補助率

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（３）（１）、（２－１）及び（２－２）以外の場合

① 補助基準額

ア 賃借料補助

契約家賃 認可保育所（本園・分園※） １施設当たり ４，０００万円

イ 改修費等補助

認可保育所

本園の場合 １施設当たり ２，５００万円

分園※の場合 １施設当たり １，５００万円

※２０人未満分園を含む。

ウ 保育所開設準備費
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設備運営基準を満たす認可外保育施設 １施設当たり ３，０００万円

設備運営基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施設

１施設当たり １，５００万円

② 補助率

国１／２、市町村１／４、事業者１／４

４ 対象経費

種 目 対 象 経 費

賃借料補助 既存建物を借り上げて保育所の本園・分園を設置し、保育を実施する場合に貸
し主に対して支払う礼金及び建物賃借料（敷金は除く。）にかかる費用

改修費等補助 既存建物を借り上げて保育所の本園・分園を設置し、保育を実施する場合に必
要な設備整備及び改修整備等にかかる費用

保育所開設準 既存建物を借り上げて保育を実施する場合に必要な貸し主に対して支払う礼金
備費 及び建物賃借料（敷金は除く。）、設備整備及び改修整備等にかかる費用
（３(３)①ウ）
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別添３

子育て支援のための拠点施設整備事業

１ 事業の目的

子育て相談、子育てサークル活動等を通じて、地域における子育て支援の中心となる

子育て支援のための拠点施設の整備に要する費用の一部を補助することにより、地域に

おける子育てしやすい環境の整備の促進を図ることを目的とする。

２ 事業の内容

（１）事業内容

子育て相談や子育てサークル活動等の地域の実情に応じた子育て支援事業を実施す

るための拠点となる子育て支援のための拠点施設の施設整備を行う事業。

（２）整備対象施設

平成１１年１月７日児発第１４号厚生省児童家庭局長通知「子育て支援のための拠

点施設の設置について」に基づく子育て支援のための拠点施設

（３）事業の実施主体

市町村

（４）整備対象施設の設置主体

市町村

※ 子育て支援のための拠点施設の運営については、社会福祉法人等の適切な主体

に委託可能。

（５）事業の実施期限

平成２６年３月３１日とする。ただし、平成２５年度中に施設整備に着手し、平成

２６年度に完了が見込まれる場合には、施設整備が完了する月の末日又は平成２７年

３月３１日のいずれか早い日とする。

３ 補助基準額・補助率等

（１）補助基準額

① １施設当たり定額

② 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用

③ 改築、増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象

④ 対象施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項の

規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準額表中

Ａ地域基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、

０．０８を乗じて得られた基準額を加算
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（２）補助率

国１／２、市町村１／２

（３）補助対象事業（整備区分）

創設、改築、大規模修繕等

４ 対象経費

種 目 対 象 経 費

本体工事費 施設の整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のた
め直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印
刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．
６％に相当する額を限度額とする。）。
ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目において別途交付対象と

する費用を除き（以下同じ。)、工事費又は工事請負費には、これと同等と認
められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ。）。

特殊附帯工事費 特殊附帯工事費に必要な工事費又は工事請負費

解体撤去工事費 解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に必要な賃借料、
及び仮設施設整 工事費又は工事請負費
備工事費（改築
・増改築・大規模

修繕等の場合が対

象）

※大規模修繕等に

ついては、仮設整

備工事費のみ対象

５ 留意事項

（１）次に掲げる費用については、対象としないものとする。

① 土地の買収又は整地に関する費用

② 職員の宿舎に要する費用

③ その他施設整備費として適当と認められない費用

（２）この事業により施設整備を行う際に、過去に厚生労働省所管一般会計補助金等の交

付を受け取得した財産について、取り壊し等の財産処分を行う場合には、平成２０年

４月１７日雇児発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産

処分について」による財産処分の承認手続き等が必要であるので、厚生労働省又は各

地方厚生局若しくは地方厚生支局と事前に相談すること。
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別添４

放課後児童クラブ設置促進事業

１ 事業の目的

子どもにとって最も安全で安心な場所である小学校内を活用するなどの方法により、

放課後児童クラブを設置するために要する費用の一部を補助することにより、放課後児

童クラブの設置促進等を図ることを目的とする。

２ 事業の内容

（１）事業内容

小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を、放課後

児童クラブ（放課後児童健全育成事業実施施設（平成１９年３月３０日文科生第５８

７号・雇児発第０３３００３９号文部科学省生涯学習政策局長・厚生労働省雇用均等

・児童家庭局長連名通知の別添２「放課後児童健全育成事業等実施要綱」に基づく放

課後児童健全育成事業を実施するための施設））として使用するために必要な建物改

修及び倉庫設備の設置を実施する。

（２）事業の実施主体

市町村

（３）事業者

市町村、社会福祉法人、その他の者

（４）事業の実施期限

平成２６年３月３１日とする。ただし、平成２５年度中に改修等に着手し、平成２

６年度に完了が見込まれる場合には、改修等が完了する月の末日又は平成２７年３月

３１日のいずれか早い日とする。

３ 補助基準額・補助率

（１）補助基準額

１施設当たり １０，０００千円

ただし、都市部（「都市部」とは、助成の決定を行う年度又はその前年度における

４月１日現在の人口密度が、１，０００人／ｋ㎡以上の市町村をいう。以下同じ。)

については、割増単価（「都市部」単価）を適用

（２）補助率

国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

（注）指定都市、中核市の場合 国１／３、指定都市・中核市２／３

４ 対象経費

小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を、放課後児

童クラブを実施するために必要な建物改修及び倉庫設備の設置のために必要な費用
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別添５

広域的保育所利用事業

１ 事業の目的

近隣に入所可能な保育所が見つからない児童に対し、自宅から遠距離にある保育所で

も通所を可能にするため、保護者にとって利便性の良い場所にある学校や児童館などに

市町村が設置するこども送迎センター（以下「送迎センター」という。）を中心とし、

原則、各保育所の保育士が付き添いのもと、送迎バス等により児童の送迎を実施に要す

る費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体制

整備を行うことを目的とする。

２ 事業の内容

（１）事業内容

広域的保育所利用事業の実施に必要なバス等の購入費または運行費、当該バス等の

運転手雇上費、送迎センターの実施場所の賃借料及び児童の送迎時に付き添う保育士

の雇上費等の補助を行う。

（２）事業の実施主体

市町村

（３）対象児童

本事業の対象となる児童は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の

規定に基づく保育の実施の対象となる就学前児童であって、居住地と入所可能な保育

所が離れているために送迎が必要な児童とする。

（４）実施要件

① 対象児童は、本事業の利用に際し事前に市町村に登録し、当該児童の利用保育所

を決めること。また、送迎センター１施設あたりの登録児童数は概ね２０人以上と

し、複数の保育所が共同で利用すること。

② 保育所毎に該当する児童が当該事業を利用する時間は、送迎付き添い保育士を配

置し、原則、利用保育所の保育士が保護者から児童を預かることとし、必要な場合

は送迎センターに保育士を配置することも可とする。

③ 送迎センターの開所時間は、午前２時間、午後３時間を原則とし、その地域にお

ける対象児童の保護者の労働時間、送迎先保育所の開所時間及び送迎に要する時間

等を考慮して、市町村の長が定めること。

④ 送迎センターの実施場所は、保護者が利用しやすい場所を考慮し、継続的な使用

が確保される公共施設の空き部屋等を利用することも差し支えない。

ただし、公共施設の空き部屋等を利用して本事業を実施する場合においても、児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３２条

第８号の基準を満たすこと。

⑤ 送迎方法・経路の設定に当たっては、児童の安全・保育活動に与える影響を十分

に考慮すること。

⑥ 子どもの生活状況、健康状態、事故の発生などについて、送迎センター、保護者、

保育所間で密接な連絡が取れる体制を整えること。

⑦ 自家用車で送迎を行う場合であって、保護者から運行に必要な経費の一部又は全
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部を徴収するときは、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第８０条第１項の

有償運送の許可が必要であること。

３ 補助基準額・補助率

（１）補助基準額

① バス等購入費 送迎センター１か所につき １，５００万円

または、借上げ費 年間７５０万円

② 保育士雇上費 １保育所・１送迎センターにつき 年間５００万円

③ 運転手雇上費 年間５００万円

④ 事業費（送迎センター実施場所の賃借料等） 年間１，０００万円

（２）補助率

国１／２、市町村１／２

４ 対象経費

広域的保育所利用事業を実施する場合に必要なバス等の購入または借上げ費、当該事

業の付き添い保育士の賃金、運転手の賃金、送迎センター実施場所の賃借料、バス運行

費、需用費（消耗品費）等
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